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１ 指定管理者制度導入の目的  

制度の目的 

  利用者の多様なニーズに、より効果的、効率的に対応するため、民間のノウハウを最大

限に活用することにより、市民サービスの向上を図ることを目的としています。 

  古賀市では、指定期間が令和８年３月３１日で終了する公の施設である古賀市健康文

化施設の管理をお願いする指定管理者を募集します。 

   指定管理者制度については、この要項に定めるもののほか、次の法令等を遵守してくだ

さい。また、指定期間中に法令等の改正があった場合は、改正された内容を遵守してくだ

さい。 

   ・ 地方自治法 

   ・ 古賀市公の施設に係る指定管理者の指定手続等に関する条例、同施行規則 

   ・ 古賀市健康文化施設条例、同施行規則 

・ 個人情報の保護に関する法律 

   ・ 古賀市個人情報の保護に関する法律施行条例、同細則 

   ・ 古賀市情報公開条例 

・ 労働基準法 

・ 労働安全衛生法 

・ 消防法その他建築物の管理に関して必要な法令 

   ・ その他施設の管理に関して必要な法令  

 

２ 設置目的及び管理運営方針  

⑴ 設置目的  

古賀市健康文化施設は、市民の健康づくり、生涯スポーツ及び文化の振興を図り、障

がい者・高齢者と共に生きる健やかな地域社会づくりの実現に資することを目的とし

ています。  

 

⑵ 管理運営方針  

指定管理者制度は、指定管理者が施設の管理権限と責任を有し、施設の管理を代行す

る制度です。このため、指定管理者は自らの責任と判断によって、施設の適正な管理を

確保しつつ、市民のサービス向上を図っていく必要があります。 

ついては、施設の指定管理者は、次の項目に留意して管理運営を実施することとします。 

① 市民の健康づくり、生涯スポーツ及び文化の振興を図り、障がい者・高齢者と共に

生きる健やかな地域社会実現を目的とした施設である事に留意し、管理運営を行う

こと。  

② 老若男女、障がいの有無を問わず全ての市民が気軽に親しめる場を提供できるよ

う、利用者に対しては柔軟な対応を必要とし、また、積極的に利用者の意見を取り入
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れること。  

③ 管理運営方法を創意工夫するとともに社会の変化に対応した改良・改善を積極的

に図ること。  

④ 事業の目的を達成するために必要な人員配置を行うこと。  

⑤ 地域に根ざした施設の管理運営に留意し、地域との連携、相互参画を推進すること。  

⑥ 特定の個人や団体等に有利あるいは不利になることがないよう、利用者の平等な

利用を確保すること。ただし、市の利用等の公的利用の場合はこの限りではない。  

⑦ 施設全体について、良好な衛生環境保持に努めるとともに、廃棄物の管理・処分に

ついては、関係法令を遵守し実施すること。  

⑧ 施設内の植栽等を良好な状態に保ち、施設の景観を保持するため、第１駐車場を含

む施設内の植栽の管理（散水、剪定、害虫駆除、草刈等）を適宜実施すること。 

⑨ 当該施設の駐車場及び体育館は、災害発生時に一時避難所としての役割を果たす

ため、その運営には積極的に支援、協力すること。 

 

 ⑶ 留意事項 

   令和５年度から古賀市内小中学校の児童・生徒の健全な育成及び泳力向上を支援す

るため、当施設の指定管理者において水泳授業運営を実施しています。同授業の運営

について、業務基準書に基づき別途協議の上、決定します。 

 

３ 施設の概要 

施 設 名  古賀市健康文化施設「クロスパルこが」  

所 在 地  福岡県古賀市青柳町８３０番地１  

竣 工 日  平成１７年２月１８日  

開 所 日  平成１７年４月 １日  

土地建物  敷地面積 ： 約１８，０００㎡  

建築面積 ： ５，８３７．３８㎡  

延床面積 ： ７，２４２．７９㎡  

建物構造 ： 鉄骨鉄筋コンクリート及び鉄筋コンクリート造  

施設概要  

(館内施設)  

多目的体育館、温水プール、子ども用プール、スタジオ、マシ

ンジムコーナー 、風呂、多目的ホール、事務室 等 

 

４ 管理に要する経費等  

⑴ 指定管理者の収入として見込まれるもの  

① 市からの指定管理料  

指定管理料とは、経費の総額が後述する施設使用料金やその他の収入だけでは賄



4 
 

われない場合に指定管理者に支払われるものです。指定管理料を算出するための経

費は、施設の維持管理及び事業実施のために必要な人件費、事務費、施設管理運営費

（修繕料、光熱費※、保守管理費等）、事業費等の直接・間接経費すべてとなります。

この他の市からの負担については、「９ リスク分担」に記載しているもののみとしま

す。 

令和８年度の指定管理料の参考価格は、４４，５５０，０００円です。 

指定管理料は、指定管理者の候補者選定において特に重要な要素と位置付けてい

ます。必要な経費等を十分にご精査の上、ご提案いただきますようお願いします。 

   ※ 上記の価格は、中学校３校と小学校２校（教育支援センター「あすなろ教室」に

通学している児童生徒含む）分の水泳授業運営実施に係る経費を含めた参考価格

であり、上限額ではありません。 

※ 上下水道料金については、指定管理者が上下水道事業者と契約し、市が負担しま

す。 

※ 光熱費については、協定締結時に基準額を設け、年度毎に基準額を超えた場合は

単価の上昇分のみ市が負担します。 

 

【参考】 現指定期間の指定管理料（税込） … 令和５年度：30,000,000 円                              

令和６年度：29,000,000 円       

     令和７年度：28,000,000 円 

    

② 施設利用料金 

施設の利用にかかる料金（地方自治法第２４４条の２第８項に定める「利用料金」）

は指定管理者の収入となります。 

利用料金の額は、古賀市健康文化施設条例（平成１６年条例第１３号。以下「施設

条例」という。）第１０条第１項に規定する利用料金の範囲内において、指定管理者

が市と協議を行い、市長の承認を得て定めるものとします。 

また、指定管理者は、施設条例第１２条に基づき、利用料金の減免を行えるものと

します。 

指定管理者が預かった指定期間以後の利用に係る利用料金については、市が新た

な指定管理者を指定しかつ利用料金制度を導入する場合は当該指定管理者に対して、 

その他の場合は市に対して、指定期間終了日までに支払うものとします。  

現在の利用料金を下回る利用料金を定める場合は、指定管理期間前に当該指定期

間の利用許可を受けていた利用者に対し、改定後の利用料金と改定前の利用料金と

の差額を還付するものとします。 

現在の使用料又は利用料金を上回る利用料金を定める場合は、指定管理期間前に

当該指定期間の利用許可を受けていた利用者に対し、従前の利用料金で利用させる

こととします。  
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【参考】施設及び附属設備の利用料金の上限 

古賀市健康文化施設条例 別表（第１０条第１項関係） 

区分 金額 適用 

個人の利用 プールのみの利用 ５００円１人１回当たり 

浴室のみの利用 ５００円

全館利用 ２，０００円

第１体育館、第

２体育館の利

用 

入場料金を徴収しない

場合の利用 

１，５００円１時間１面当たり 

入場料金を徴収する場

合の利用 

１１，５００円

運動以外の目的で使用

する場合の利用 

１８，２００円

会議室の利用 ５００円１時間１室当たり 

附属設備の利用 規則で定める。   

※ 個人の利用における全館利用の利用料金にて利用できる施設の範囲は、

プール、浴室、マシンジム、スタジオ及び第２体育館とする。 

※ この表の金額に、消費税法（昭和６３年法律第１０８号）第２９条に規

定する消費税の税率を乗じて得た額（以下「消費税額」という。）及び地

方税法（昭和２５年法律第２２６号）第７２条の８３に規定する地方消費

税の税率を乗じて得た額を加算した額を利用料金の上限額とする。 

 

古賀市健康文化施設条例施行規則 別表（第２条関係） 

区分 金額 摘要 

冷暖房の利用 第１体育館客席 ５００円一時間当たり 

第２体育館 １，０００円

個人専用ロッカー ７００円一月当たり 

 

③ その他の収入  

業務基準書で定められた業務ではなく、指定管理者が自ら企画・実施する各事業の

収入等を、自らの収入にすることができます。施設の目的外の事業を行う場合は、目

的外使用許可を得ることが必要です。 

物品販売、自動販売機等、上記以外で収入が見込まれるものがあれば、事業計画書
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に明示してください。  

⑵ 指定管理料の支払い  

会計年度（４月１日から翌年３月３１日まで）の月ごとに支払います。月の１日から

末日までをもって１月とし、１月に満たない期間は日割り計算とします。また、指定管

理者の請求に基づき、請求を受けた日の属する月の翌々月末日までに、指定管理者の指

定する銀行口座へ振り込みます。  

 

⑶ 管理口座  

指定管理料及び利用料金は、団体自体の口座とは別の口座で管理していただきます。  

 

５ 指定期間  

⑴  指定期間  

令和８年４月１日から令和１３年３月３１日までの５年間 

ただし、管理を継続することが適当でないと認められるときは、指定を取り消すこと

があります。 

  

⑵  引継ぎ期間 

現在、施設を受託している団体を除き、新たに指定管理者に指定された団体は、施設

運営を円滑に移行するため、現在の施設の運営方法等を参考にするとともに、利用者と

職員との人間関係づくりを行うことを目的とし、令和７年度に一定期間の引継ぎを受

けること。 

ただし、引継ぎの人件費等の必要経費については、市が別途支給することはありませ

んので、管理運営経費に含めて精算してください。 

※引継期間は令和８年３月の間で、市と協議の上、団体が必要と認める期間とする。 

 

６ 申請手続き等  

⑴  指定管理者の募集及び選定スケジュール（予定） 

ア 募集要項の配布 令和８年 １月２９日～３月３日 

イ 説明会(施設見学会)の開催 令和８年 ２月１０日  

ウ 募集要項に関する質問の受付 令和８年 １月２９日～２月１３日 

エ 申請受付 令和８年 １月２９日～３月３日 

オ 選定委員会による選定 令和８年 ３月 

キ 候補者の決定､公表 令和８年 ３月 

ク 指定管理者の指定 令和８年 ３月 

ケ 指定管理者との協議 令和８年 ３月 
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コ 指定管理者との協定締結 令和８年 ３月 

⑵  申請の受付 

・受付期間：令和８年１月２９日（木）～令和８年３月３日（火） 

９：００～１２：１５、１３：００～１６：００ 

（土曜、日曜日及び祝日を除く。） 

・提出先及び問い合わせ先 

〒８１１－３１９２古賀市駅東一丁目１番１号 

古賀市役所総務部人事秘書課人事係 

電話：０９２－９４２－１１２１ 内線３８２ 

ＦＡＸ：０９２－９４２－３７５８ 

E-mail：jinji@city.koga.fukuoka.jp 

・申請方法：提出先へ直接持参又は郵送（一般書留、簡易書留、特定記録郵便のいずれ

か）とします。ただし、郵送の場合は締切日必着とし、不慮の事故による

紛失又は遅配については考慮しません。電送による提出は受け付けませ

ん。 

・提出部数：１３部（正本１部、副本１２部）※副本は、コピーで可 

 

⑶  申請書類  

① 指定管理者指定申請書（様式第１号） 

② 共同事業体申請書（様式第１－２号） 

  ※共同事業体を組成する場合のみ提出してください。 

③ 事業計画書（様式第１－４号） 

④ 収支予算書（様式第１－５号） 

    ※消費税及び地方消費税の税率は、１０％で積算してください。 

⑤ 団体概要（様式第１－６号） 

⑥ その他添付書類※様式は自由 

ア 定款、寄付行為その他これらに準じる書類 

イ 法人登記簿の謄本（履歴事項全部証明書） 

ウ 役員名簿 

エ 市税、都道府県税、国税の滞納がないことを証明する書類 

ⅰ 市町村民税 

所在地の市町村が発行する市町村税の滞納（未納）がないことの証明 

・支店等代理人に委任するものは、当該支店等の所在地自治体が発行する証明とする。 

・当該支店等に課税がなく滞納がない証明が発行できない場合、本店の所在地のものを添付のこと。 

ⅱ 都道府県民税 

所在地の都道府県が発行する都道府県税の滞納（未納）がないことの証明 

・支店等代理人に委任するものは、当該支店等の所在地自治体が発行する証明とする。 

・当該支店等に課税がなく滞納がない証明が発行できない場合、本店の所在地のものを添付のこと。 
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ⅲ 国税（消費税及び地方消費税・法人税（個人経営にあっては所得税）） 

国税（消費税及地方消費税・法人税）の滞納（未納）がないことの証明 

管轄の税務署発行で、法人は「納税証明書その３の３」、個人経営は「納税証

明書その３の２」を提出すること。 

・支店等代理人に委任するものは、当該支店等の所在地自治体が発行する証明とする。 

・当該支店等に課税がなく滞納がない証明が発行できない場合、本店の所在地のものを添付のこと。 

ⅳ 法人で古賀市在住の代表者（委任する場合は代理人）個人の古賀市税 

法人で代表者（委任する場合は代理人）が古賀市在住の場合、そのものの滞納

（未納）がないことの証明 

※「滞納（未納）税額のないことの証明書」を発行していない場合に限り、課税

されている税目の納税証明書（直近２ヶ年分）を提出すること。 

オ 申請書を提出する日の属する事業年度の前年度の事業報告書、収支計算書、貸借

対照表、財産目録その他経営の状況を明らかにする書類 

カ 施設と同種又は類似の施設の管理運営実績を証する書類（指定管理者として管

理運営に関わった全期間のもの） 

※次の内容が記載されたものとします。 

・同種又は類似の施設の名称、所在地、施設の所有者、施設の内容、施設の規模（面

積や建物の概要等）、施設の年間利用者数等 

・同種又は類似の施設の管理運営体制、管理運営業務の期間 

・同種又は類似の施設の管理運営経費等が明確に分かる収支決算書等 

キ その他、古賀市が特に必要と認める書類 

 

⑷  留意事項  

① 選定委員、本市職員並びに募集関係者に対して、本件応募についての接触を禁じます。

接触の事実が認められた場合は、失格になることがあります。  

② 応募一団体（グループ）につき、応募は１件とします。複数の応募はできません。  

③ 提出された書類の内容を変更することはできません。 

④ 申請書類に虚偽の記載があった場合は失格とします。  

⑤ 収支予算の算定根拠等については、詳細に記載してください。 

⑥ 申請書類は返却しません。  

なお、提出された書類は、古賀市情報公開条例の規定により開示する場合があります。  

⑦ 申請書類を提出した後に辞退する際には、辞退届（様式任意）を提出してください。  

⑧ 応募に関して必要になる費用は団体の負担とします。  

⑨ その他古賀市が必要と認める場合は、追加資料の提出や詳細説明を求めることがあ

ります。 

 

⑸ 説明会（施設見学会） 

説明会（施設見学会）を下記のとおり開催します。参加ご希望の団体は、お申し込み
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ください。 

※施設見学会への参加は応募の条件ではありません。 

・ 開催日時   ： 令和８年２月１０日（火）１０：３０ 

・ 開催場所   ： 古賀市健康文化施設「クロスパルこが」 

（福岡県古賀市青柳町８３０番地１） 

・ 参加申し込み ： 令和８年２月９日（月）１２：００までに指定管理者施設見学

会参加申込書(様式第１－１号)に必要事項を記入の上、電子メ

ールにて⑵の提出先までお申し込みください。すでに共同事業

体を組成している場合は、指定管理者募集に係る共同事業体申

請書（様式第１－２号）もあわせて提出してください。 

 

 ⑹ 募集要項に関する質問の受付  

   募集要項の内容等に関する質問を下記のとおり受け付けます。 

・ 受付期間 ： 令和８年１月２９日（木）～２月１３日（金）１２：００まで 

・ 受付方法 ： 質問書（様式第１－３号）に記入の上、電子メールで提出してくだ

さい。これ以外での方法（電話、口頭等）での質問は受付けません。 

・ 提 出 先 ： ⑵の提出先 

・ 回答方法 ： 令和８年２月１７日（火）までに上記受付期間に施設見学会参加申

し込み等された団体に回答します。（電子メールにて回答） 

 

７ 申請の資格  

応募者は、法人その他の団体（以下「法人等」という。）とし、法人格は必ずしも必要あ

りませんが、個人での応募はできません。加えて、６⑸に記載しておりますとおり、説明会

（施設見学会）に参加していない場合（共同事業体を組成する場合は、共同事業体の構成団

体のいずれも参加していない場合）も応募できません。また、次に該当しないものに限りま

す。  

・ 地方自治法施行令第１６７条の４の規定により古賀市における一般競争入札の参加

を制限されているもの  

・ 地方自治法第２４４条の２第１１項の規定による指定の取消しを受けたことがある

もの  

・ 地方自治法第９２条の２（議員の兼業禁止），同法第１４２条（長の兼業禁止），第１

６６条（副市町村長の兼業禁止）及び同法第１８０条の５（委員会の委員及び委員の兼

業禁止）の規定に該当するもの  

・ 国税及び地方税を滞納しているもの  

・ 本業務を円滑に遂行できる，安定的かつ健全な財務能力を有しないもの  

・ 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）第２条第

６号及び古賀市暴力団排除条例に掲げる暴力団員が当該団体の役員等をしている法人
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等  

 

８ 選定の基準  

⑴ 選定の基準  

指定管理者の選定にあたっては、「古賀市指定管理者選定委員会」（以下「選定委員会」

という。）において、「古賀市公の施設に係る指定管理者の指定手続き等に関する条例」

の下記基準に基づき、審査等による選定を行い、優先候補者を決定します。  

① 事業計画書の内容が、利用者の平等な利用の確保及びサービスの向上が図られる

のであること  

② 事業計画書の内容が、公の施設の適切な維持及び管理並びに管理に係る経費の縮

減が図られるものであること  

③ 事業計画書に沿った管理を安定して行う能力を有しているものであること  

④ 公の施設の設置目的を達成するために十分な能力を有しているものであること  

※審査基準については、別添１を参考にしてください。事業計画書において、特に検

討を要する項目については、別添２を参照してください。 

 

⑵ 審査手順  

① 応募書類の確認  

団体からの応募書類を確認します。  

② 選定委員会の開催  

応募書類を基に、選定委員会において審査を行います。  

必要に応じて選定委員会によるヒアリングや実地調査を実施します。（詳細につい

ては別途通知）  

③ 選定結果の通知  

選定委員会による選定結果報告に基づき指定管理者の候補者を決定し、応募団体

に文書にて通知します。  

 

９ リスク分担  

本市と指定管理者のリスク分担の基本的な考え方は次のとおりです。詳細については、協

定で定めるものとします。分担表一覧に定めのない事項又は疑義が生じた場合は、指定管理

者と本市の協議により決定するものとします。  

 

項 目  内 容  

負 担 者  

本市 
指定管理者 

(応募団体) 
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募集手続き  応募に関して必要となる費用    ○ 

議会の議決が得ら

れなかった等、協

定が締結できなか

った場合  

応募に関して負担した費用及び生じた損害    ○ 

管理運営の準備のために負担した費用及び

生じた損害  
  ○ 

協定は締結できた

が協定を破棄せざ

るを得ない場合  

応募に関して負担した費用及び生じた損害    ○ 

管理運営の準備のために負担した費用及び

生じた損害  
  ○ 

運営費の上昇  

指定管理者側の要因による運営費用の増大    ○ 

市側の要因による運営費用の増大  ○   

施設の管理運営に関する法令等の変更によ

る経費の増加  
○   

人件費、物品費等の物価及び金利の変動に

伴う経費の増加  
  ○ 

書類の誤り  

業務基準書等市が責任を持つ書類の誤りに

よるもの  
○   

事業計画書等指定管理者が提案した内容の

誤りによるもの  
  ○ 

住民対応  
指定管理者が適切に管理運営すべき業務に

関する苦情等  
  ○ 

情報の安全管理  
指定管理者の責めに帰すべき事由による個

人情報の漏洩や犯罪発生等  
  ○ 

災害発生時 

自然災害により本施設が一時避難所として

開設したことに伴い、市の要請に基づき負

担した費用 

○  

要求水準の未達成  

協定により定めた管理運営サービスの要求

水準不適合に伴う対策経費の増加や指定管

理料の減額等  

  ○ 

需要変動・施設の

競合  

需要の見込み違い、競合施設による利用者

減  
  ○ 

施設・設備・物品

等の損傷  

経年劣化によるもので１件あたり１０万円

（税別）未満のもの  
  ○ 

経年劣化によるもので上記以外のもの  ○   

指定管理者の管理上における瑕疵及び指定

管理者の責めに帰すべき事由による施設・

設備・物品等の損傷  

  ○ 

上記以外による施設・設備・物品等の損傷  ○   
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第三者の行為から生じた１件あたり１０万

円（税別）未満のもので相手方が特定でき

ないもの  

  ○ 

第三者の行為から生じた上記以外のもので

相手方が特定できないもの  
○   

相手方は特定できるが相手方に支払い能力

がない場合  
両者の協議 

資料等の損傷  

指定管理者としての注意義務を怠ったこと

によるもの  
  ○ 

第三者の行為から生じた極めて小規模なも

ので相手方が特定できないもの  
  ○ 

第三者の行為から生じた上記以外のもので

相手方が特定できないもの  
○  

相手方は特定できるが相手方に支払い能力

がない場合  
両者の協議 

管理運営上の事故

等に伴う損害賠償  

施設管理上の瑕疵による事故又は指定管理

者の責めに帰すべく行為により利用者に損

害を与えた場合又は臨時休業に伴う損害  

  

○ 

（市が求償

権を行使） 

騒音、振動、悪臭の発生等施設の管理上に

おいて周辺住民等第三者の生活環境を阻害

し損害を与えた場合  

  

○ 

（市が求償

権を行使） 

市側の要因により、施設の管理運営業務の

継続に支障が生じた場合、又は業務内容の

変更を余儀なくされた場合の経費及びその

後の維持管理経費における当該事情による

増加経費の負担  

○   

上記以外の場合  両者の協議 

事業終了時の費用  

指定期間の満了又は期間中途における業務

の廃止に伴う撤収費用  
  ○ 

市側の要因により、事業終了に際し大規模

改修・閉鎖・機能転換等が行われる場合に

ついて、指定期間中の減収の補てんや増加

費用の負担 

両者の協議 

不可抗力  

自然災害（地震、台風など）、暴動等によ

る業務の休止、変更、延期又は臨時休業に

係る経費負担 

両者の協議 
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１０ 協定に関する事項  

⑴ 基本的な考え方  

選定委員会の審査より選ばれた指定管理者候補についてはその後、議会の議決後に

候補者を指定管理者として指定するとともに、指定期間中の包括的な事項を定める基

本協定を締結します。  

議会での議決が得られない場合、又は議決を得るまでの間に、指定管理者候補を指定

管理者に指定することが著しく不適当と認められる事情が生じた場合は、当該候補を 

指定管理者に指定しません。なお、指定管理者候補が応募に関して負担した費用及び管

理運営の準備のために負担した費用については一切補償しません。  

 

⑵ 基本協定内容（予定）  

古賀市公の施設に係る指定管理者の指定手続等に関する条例第７条の規定に基づき

下記の内容で協定を締結します。  

① 指定の期間に関する事項  

② 事業計画に関する事項  

③ 利用料金に関する事項  

④ 事業報告及び業務報告に関する事項  

⑤ 市が支払うべき管理費用に関する事項  

⑥ 指定の取消し及び管理業務の停止に関する事項  

⑦ 公の施設の管理を行うに当たって保有する情報の公開に関する事項  

⑧ 公の施設の管理に関し知り得た個人情報の保護に関する事項  

⑨ その他市長等が別に定める事項  

・ 業務の範囲と実施条件  

・ 指定管理者評価に関する事項  

・ 備品の帰属等に関する事項  

・ 費用負担に関する事項  

・ その他  

 

⑶ 協定の解除 

市又は指定管理者は、相手方が協定に違反し、その違反により業務の遂行が不可能にな

った場合は、協定を解除することができます。また、この場合において、市又は指定管

理者が損害を受けたときは、相手方はその損害を賠償しなければなりません。  

協定が解除された場合は、指定管理者は市が引き続き施設の管理運営を行えるよう必

要な協力を行わなければなりません。また、この場合において、指定管理者の責に帰す

べき事由により協定が解除されたものであるときは、協力に必要な経費は指定管理者の

負担とします。 
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１１ 参考 

（年度別利用状況及び水道光熱関係状況）  別添３のとおり 

（施設の修繕・工事一覧表 １０万円未満） 別添４のとおり 



指定管理者選定審査基準

選定基準 審査項目 審査内容

1
利用者の平等な利用
の確保

施設運営のための運営方針は適切か

事業内容等に偏りがないか

利用者の平等な利用が確保されているか

利用促進への取組内容は適切か

利用者へのサービス
向上

サービス向上のための取組内容は適切か

利用者の意見の把握・反映の内容は適切
か

利用者からのｸﾚｰﾑへの対応は適切か

施設の設備等の活用の内容は適切か

地域との交流のための取組内容は適切か

2
施設の維持管理の内
容及び手法

施設・設備の維持管理の取組内容は適切
か

安全管理・安全対策は適切か

施設の管理運営に係
る経費の内容

経費節減のための取組は適切か

3
収支計画の内容及び
その実現性

収支計画と事業計画の整合は取れている
か

安定した運営が可能
となる人的能力

職員の採用・確保・配置の方策は適切か

職員の研修体制等は十分か

4
安定した運営のため
の財政的基盤

団体の財務状況は健全か

個人情報の保護措
置・情報公開

個人情報の保護措置及び情報公開の取組
内容は適切か

類似施設の運営実績
類似施設や類似業務を良好に運営した実
績はあるか

5 その他 その他の提案・企画 提案・企画の内容等は適切か

6 指定管理料 指定管理料 指定管理料

事業計画書の内容が、利用者の平等な利
用の確保及びサービスの向上が図られる
ものであること

(手続条例第4条第1項第1号)

事業計画書の内容が、公の施設の適切な
維持及び管理並びに管理に係る経費の縮
減が図られるものであること

(手続条例第4条第1項第2号)

事業計画書に沿った管理を安定して行う
能力を有しているものであること

(手続条例第4条第1項第3号)

前３号に掲げるもののほか、公の施設の
設置目的を達成するために十分な能力を
有しているものであること

(手続条例第4条第1項第4号)

別添１



別添２ 

事業計画書における重点的な検討項目 

 

 

１． 各種運動プログラムの提供について 

 本施設は、条例において「市民の健康づくり、生涯スポーツ及び文化の振興を図

り、障害者・高齢者と共に生きる健やかな地域社会づくりの実現に資する」ことを

設置目的としています。 

 子どもから高齢者まで、障がい者を含め充実した運動プログラムの提供が必須

となることから、より多くの市民に利用して頂けるための取組について提示して

ください。 

 また地域と連携した運動プログラムの提供についても、併せて提示してくださ

い。 

 

 

２． 施設及び施設に付随する設備の維持管理について 

   本施設は設置後 20 年が経過し、老朽化も進んでいることから、維持管理につい

てはこれまで以上の配慮が必要となります。利用者の安全確保に留意しながら快適

な環境のもとで利用ができるための施設・設備の管理や、利用環境の整備に係る取

組について提示してください。 

 

 

３． 利用促進に向けた取組について 

 利用者確保のための広告宣伝や販売促進、また利用料金の設定等についての計

画を提示してください。 

 

 

４．成果配分について 

   収支に余剰が出た場合（利益があった場合）は、成果配分を求めます。成果配分

の考え方について（計算方法、配分の割合）について提示してください。 

 

 

 以上の項目について重点的に検討を行い、事業計画書に記載してください。 



306 日 306 日 306 日

会員（大人男性）  485 人 518 人 515 人
会員（大人女性） 397 人 406 人 428 人
会員（子ども） 314 人 359 人 377 人

1,196 人 1,283 人 1,320 人
内ナイト会員 195 人 181 人 189 人

内減免者(月平均数) 79 人 88 人 99 人

会員延べ利用者数 133,071 人 137,577 人 137,102 人
都度延べ利用者数 19,569 人 19,308 人 20,269 人
体育館延べ利用者数 29,926 人 33,917 人 33,841 人
多目的ルーム延べ利用者数 1,250 人 838 人 1,409 人

183,816 人 191,640 人 192,621 人

16,706 人 17,828 人 18,953 人
1,447 人 1,414 人 1,539 人

177 人 289 人 208 人
17 人 103 人 158 人

一般利用者 12 人 98 人 157 人
減   免 5 人 5 人 1 人

11,939 人 17,794 人 16,724 人
大   人 8,428 人 9,665 人 9,779 人
子 ど も 2,569 人 2,594 人 2,476 人
減   免 942 人 848 人 941 人
水泳授業 人 4,687 人 3,528 人

4,781 人 5,064 人 6,000 人
大   人 3,897 人 4,032 人 4,960 人
子 ど も 433 人 507 人 537 人
減   免 451 人 525 人 503 人

人 968 人 1,138 人
大   人 1,367 人 932 人 1,044 人
子 ど も 人 人 人
減   免 49 人 36 人 94 人

1,019 件 1,173 件 1,851 件
908 件 1,077 件 1,665 件
111 件 96 件 186 件

体  育  館
多目的ルーム

R５年度 R６年度

風呂利用 計

ジム利用 計

 体育館・多目的ルーム 利用件数 計

利
用
者

内
訳

利用者合計

都
度
利
用
者
内
訳

都度利用者 計〔減免抜き〕
都度利用者 計〔減免〕
都度利用者 計〔介添〕

全施設利用 計

プール利用 計

在
籍
状
況

(

年
度
末
数

)

内
訳

会員在籍者合計

別添３－１

古賀市健康文化施設（クロスパルこが）年度別事業報告書一覧

R4年度
営業日数



４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月 １１月 １２月 １月 ２月 ３月 合 計

R4年度 1,303,991 1,397,810 1,589,339 1,896,153 2,058,459 1,923,188 1,839,398 1,697,764 1,905,930 1,647,171 1,530,315 1,510,467 20,299,985

R５年度 1,472,171 1,451,677 1,609,022 1,846,576 1,595,675 1,652,710 1,339,886 1,122,924 1,182,727 1,168,508 1,113,802 1,137,784 16,693,462

R６年度 1,103,627 1,427,406 1,730,796 2,125,670 1,770,879 1,874,794 1,572,044 1,446,744 1,406,108 1,844,084 1,726,016 1,689,152 19,717,320

R4年度 1,897,051 1,786,788 1,073,862 540,900 583,064 619,245 1,357,885 1,640,900 2,140,182 1,760,275 2,356,107 1,959,595 17,715,854

R５年度 1,676,755 1,209,736 863,491 478,421 337,626 511,548 1,038,298 1,476,156 1,999,803 1,972,542 2,301,140 1,947,446 15,812,962

R６年度 1,508,426 1,015,908 951,797 612,658 421,658 486,994 824,674 1,392,432 2,019,681 2,008,230 2,651,965 1,923,478 15,817,901

R4年度 3,201,042 3,184,598 2,663,201 2,437,053 2,641,523 2,542,433 3,197,283 3,338,664 4,046,112 3,407,446 3,886,422 3,470,062 38,015,839

R５年度 3,148,926 2,661,413 2,472,513 2,324,997 1,933,301 2,164,258 2,378,184 2,599,080 3,182,530 3,141,050 3,414,942 3,085,230 32,506,424

R６年度 2,612,053 2,443,314 2,682,593 2,738,328 2,192,537 2,361,788 2,396,718 2,839,176 3,425,789 3,852,314 4,377,981 3,612,630 35,535,221

別添３－２

古賀市健康文化施設（クロスパルこが）月別・年度別施設管理（電気・ガス使用）関係集計表【金額・税込】

項　　　　目

使
用
料

電気
(円)

ガス
(円)

光熱費
合 計
（円）



古賀市健康文化施設（クロスパルこが）上水道・井戸水量

（水量：㎥）

3,4月分 5,6月分 7,8月分 9,10月分 11,12月分 1,2月分 合計

上水 2,905 2,714 3,189 2,826 2,742 2,712 17,088

井戸水 1,181 1,190 1,405 1,323 1,254 1,289 7,642

合計 4,086 3,904 4,594 4,149 3,996 4,001 24,730

4,5月分 6,7月分 8,9月分 10,11月分 12,1月分 2,3月分 合計

上水 2,611 2,771 3,026 2,828 2,824 2,837 16,897

井戸水 1,482 1,535 1,397 1,257 1,209 1,183 8,063

合計 4,093 4,306 4,423 4,085 4,033 4,020 24,960

上水 2,794 2,909 3,220 3,102 3,068 2,933 18,026

井戸水 1,151 1,264 1,426 1,440 1,491 1,387 8,159

合計 3,945 4,173 4,646 4,542 4,559 4,320 26,185

R６年度

別添３－３

R4年度

R５年度



別添４

年度 金額（円）　税込

令和４年度 1,135,200

令和５年度 819,500

令和６年度 2,229,318

4,184,018合　　　計

令和４年～令和６年度　修繕・工事　一覧表（１0万円未満）

修　繕　・　工　事　名  等

体育館側空調修繕、自動ドアセンサー修繕　他23件

照明器具修繕、温水ヒーター修繕　他18件

冷水機修繕、駐車場バリカー修繕　他102件


